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平成２９年６月２８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押債権取立請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年５月３１日 

 

判     決 

原告         国 

被告         株式会社Ｙ 

 

主     文 

１ 本件につき新潟簡易裁判所平成●●年（○○）第●●号事件の仮執行宣言付

支払督促を認可する。 

２ 督促異議申立て後の訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   主文同旨 

第２ 当事者の主張 

１ 請求原因 

別紙請求の原因のとおり。 

２ 請求原因に対する認否 

   別紙請求の原因の３（１）のうち、債権差押通知書を被告に送達したこと以

外の事実は、知らない。 

その余の請求原因事実は、いずれも認める。 

第３ 当裁判所の判断 

請求原因事実は、別紙請求の原因の３（１）のうちの債権差押通知書を被告

に送達したこと以外の事実（被告が不知とする事実）を除き、いずれも当事者
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間に争いがない。 

証拠（甲１ないし１０）及び弁論の全趣旨によれば、上記被告が不知とする

事実を認めることができる。 

よって、原告の請求は理由があるから、これを認容した仮執行宣言付支払督

促を認可することとして、主文のとおり判決する。 

 

新潟地方裁判所第二民事部 

裁判官   沓掛 遼介 
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（別紙） 

 

請求の原因 

１ 訴外株式会社Ａに対する租税債権の存在 

原告（所管庁・新潟税務署長）は、新潟市所在の中国料理店の経営等を目的

とする株式会社Ａ（以下「滞納会社」という。甲第１号証）に対し、平成２６

年１月７日現在、別紙租税債権目録１記載のとおり、既に納期限を経過した消

費税及び地方消費税に係る本税及び延滞税の合計５６４万６６４９円ほか国税

通則法（以下「通則法」という。）及び租税特別措置法（以下「措置法」という。）

所定の延滞税が加算された額の租税債権（以下「本件租税債権」という。甲第

２号証）を有していた。 

なお、本件租税債権は、その後に発生した租税債権を併せて、平成２９年３

月１６日現在、別紙租税債権目録２記載のとおり、合計５６３万５６４７円（甲

第３号証）となっており、同月１７日以降も通則法及び措置法所定の延滞税が

加算された全額が未納である。 

２ 滞納会社が被告に対して有する営業保証金の返還請求権の存在 

（１） 株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）は、各種店舗出店の企画、飲食店の経

営等を目的とする株式会社であるところ（甲第４号証）、平成１９年１２月

（契約期間は同年１０月から）、Ｃ株式会社との間で、新潟市所在のＤ（現

Ｅ。以下「本件Ｄ」という。）内の店舗部分を賃借し、出店・営業する旨の

出店契約を締結し（以下「本件出店契約」という。）、「Ｆ」の名称で出店・

営業していた（甲第５号証、甲第６号証１及び２ページ）。 

（２） 滞納会社は、平成１９年１０月２３日、Ｂとの間で、Ｂが滞納会社に対

し、Ｆの一部を中国料理店（以下「本件店舗」という。）として営業するこ

とを委託する旨の営業委託契約（以下「本件営業委託契約」という。）を締

結し、その際、滞納会社がＢに対して負担する債務を担保し、Ｂが滞納会
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社に対し、同契約が終了し明渡しが完了してから６か月以内に返還するこ

とを約して、Ｂに対し、営業保証金として２００万円を預託した（以下「本

件営業保証金」という。甲第６号証２ページ、甲第７号証）。 

（３） Ｃ株式会社から本件Ｄの運営業務を承継したＧ株式会社、Ｂ及び被告は、

平成２３年３月２２日、本件出店契約のＢの地位を被告に包括譲渡する旨

の出店者等の地位承継覚書を締結した（甲第８号証）。 

（４） これにより、滞納会社は、被告に対して、本件営業保証金の返還を請求

する権利（以下「本件債権」という。）を取得した。 

３ 原告による本件債権の差押え及び本件債権の取立権の取得 

（１） 原告は、本件租税債権を徴収するため、平成２６年１月７日、国税徴収

法６２条の規定に基づき、滞納会社の有する本件債権を差し押さえ、債権

差押通知書を被告に送達した（甲第９号証）。その結果、原告は、同法６７

条の規定に基づき、本件債権の取立権を取得した。 

（２） 被告は、Ｇ株式会社との間で本件出店契約を解除し、これに伴って、本

件営業委託契約を解除し、滞納会社は、平成２６年２月５日、本件店舗部

分を明け渡した。 

被告は、本件店舗の解体費用として５９万８５００円を支払った（以上

につき、甲第６号証２ページ、甲第１０号証）。 

その結果、本件債権の額は、本件営業保証金から同解体費用を差し引い

た１４０万１５００円となり、本件債権の支払期限は、明渡しが完了して

から６か月後の平成２６年８月５日となった（甲第７号証）。 

（３） 原告は、本件債権の取立権に基づき、被告に対し、本件債権の履行を求

めたところ、被告は、差押えに係る本件債権の存在については認めるもの

の、滞納会社に誤って支払ったため、原告に支払うための資力に欠けると

して、これに応じなかった。 

第３ 結語 
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よって、原告は、被告に対し、本件営業委託契約の終了に基づき、本件債権

元本１４０万１５００円及び本件債権の履行期限である平成２６年８月５日の

翌日である同月６日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損

害金の支払を求める。 

以 上 


